






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































52 Peter W. Schroth, Financial Leasing of Equipment in the Law of the United States, 


























































55 A letter of the Rail Working Group to the Basel Committee on Banking Supervision 
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58 このような問題が現実に生じた事例として、航空機ファイナンスに関するBlue Sky事
件(Blue Sky One Ltd & others v Mahan Air and another [2009] EWHC 3314 (Comm), 
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covered by the Luxembourg Protocol? More than you might think ....., < http://
railworkinggroup.org.nova.ch-meta.net/wp-content/uploads/docs/r0556.pdf >.
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68 ケープタウン条約の国際登録簿は、そもそも、権利の所在を公示する登録簿ではない。
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72 Resolution No.3 expressing the gratitude of the Conference to the Government of 
Luxembourg for organising the Conference and designating Luxembourg as host 
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77 Rail Working Group, Declarations Matrix and Economically-Based Recommendations, 
<http://railworkinggroup.org.nova.ch-meta.net/wp-content/uploads/2015/05/r0182.













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 XXXIV 条 — 寄託者及びその任務
1．批准書、受諾書、承認書又は加入書は、UNIDROITに寄託されなければ
ならない。UNIDROITはここに寄託者として指名される。
2．寄託者は次の各号の任務を行う。
　(a)　すべての締約国に対し次の項目を通知すること。
　　 (i)　新たな署名又は批准書、受諾書、承認書若しくは加入書の寄託の事
実及び日付
　　(ii)　第XXIII条第1項(b)号に定める証明書の寄託の日付
　　(iii)　この議定書が効力を生ずる日
　　(iv)　この議定書に従い宣言が行われた事実及び日付
　　(v)　宣言の撤回又は変更が行われた事実及び日付
　　 (vi)　この議定書の廃棄が通告される場合、その事実及び日付並びにそ
れが効力を生ずる日
　 (b)　認証されたこの議定書の真正な写しをすべての締約国に送付するこ
と。
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　 (c)　監督機関及び登録機関に対して、批准書、受諾書、承認書又は加入書
の写し及びその寄託日、宣言、宣言の撤回又は宣言の変更を行う文書の写
し及びそれらの日並びに廃棄を通告する文書の写し及びその通告の日を提
供することにより、それらの文書に含まれる情報を容易かつ全面的に利用
可能とすること。
　(d)　その他寄託者が通例行う任務を行うこと。
以上の証拠として、下名の全権委員は、正当に委任を受けてこの議定書に署
名した。
2007年2月23日にルクセンブルクで、ひとしく正文である英語、フランス語
及びドイツ語により原本一通を作成した。なお、そのような真正性は、この
会議の議長の権限のもとこの会議の事務局が本日から90日以内に行う、各言
語版相互の適合性の確認時に効力を生ずる。
